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【論文要旨】
　本稿は1920年代から1930年代の我が国における政軍関係の考察を行うに当たって，その前提条
件とすべき対象時期や分析手法，分析を要するアクター等を整理・検討したものである。
　第1に研究対象の時期について考察を行い，1927年から1937年までの期間が戦間期の我が国の
政軍関係の転換点であったとした。また，この時期を細分化して分析を行うことの妥当性について
も論じ，政策形成過程を重視すべきであると論じている。
　第2に分析手法について，戦間期の我が国の政策形成過程を分析する上で，新制度論を軸とし
た分析モデル構築の必要性を論じ，統計学的手法を取り入れることの重要性を論じた。また，アリ
ソン・モデルを援用することの意義にも触れている。
　第3に戦間期の我が国の政治状況におけるアクターの抽出を試みた。具体的には，政府と軍部
という2つの大きなアクターを中心としながら，政府は政府・与党，野党，民間団体に，軍部は
陸軍（陸軍省，参謀本部，軍・師団等），海軍（海軍省，海軍軍令部，連合艦隊・支那方面艦隊・
艦隊等）に細分化する必要があると論じている。
【キーワード】政軍関係，戦間期，政策過程，新制度論，合理的選択理論
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件とすべき対象時期や分析手法，分析を要するアクター等を整理・検討したものである。また，本
稿は史的考察だけでは見出し得ない側面を描き出すことを企図し，理論的考察を中心に行いたいと
考えている。
一　対象時期について
（一）対象時期の設定
　明治維新以降，竹橋事件や軍人勅諭の下賜等1，幾つかの政軍関係に影響を与えた出来事が発生
している。この事件が，我が国特有の政軍関係成立のきっかけであったと言っても過言ではない。
この後，竹橋事件から日露戦争までの時期は，壬午事変や日清戦争2といった幾つかの紛争はあっ
たが，政軍関係の視点から考察すると概ね問題は無かったと言える。
　我が国の政軍関係に大きな変化が見られるのは，1905年の日露戦争の終戦後である。確かに国
際的には，第1次世界大戦3やワシントン体制の成立4といった大きな出来事はあったものの，我
が国の存亡に直結する様な事態は発生せず，一見すると比較的安定していた時期であった5。
　しかし，国内では桂園時代や大正デモクラシーが形成し，それまでの「政党対藩閥」から「政党
対軍部」へと政争の構図が変化し，政党による軍部の統制，即ち文民統制が目指されたのも，この
時期であった6。一方，陸軍では2個師団増設問題やシベリア出兵，第1～3次軍備整理の処理，海
軍では艦隊整備計画やワシントン・ロソドン両海軍軍縮条約による軍備整理の処理をそれぞれ抱え
ていた時期でもあった7。特にロソドン海軍軍縮条約締結の際に勃発した統帥権干犯問題では，政
府・与党（立憲民政党）と共に軍部に対抗すべきであった枢密院や野党（立憲政友会）が海軍軍令
部等の軍部と結託して統帥権の独立を推進するということが行われ，その後の政軍関係に深刻な影
響を与えることとなったのである8。
　その後，満州事変や二・二六事件等の事件が発生し，我が国は軍国主義への道をひた走ることと
なった。満州事変については，「ワシントン体制の脆弱化」及び「1929年の世界大恐慌及び1927年
の昭和金融恐慌に端を発する一連の昭和恐慌によって生じた大不況」の結果として生じた「満州の
政情不安9」という状況があったものの，1928年の「張作森爆殺事件10」と併せて，関東軍が満州
において確固たる支配を確立しようとして起こした軍事クーデタと呼称し得る事件である。また，
二・二六事件についても，国家改造を気取る青年将校による反乱であり11，満州事変と同様の事件
と見なし得ると考えられる12。
　ここまで，戦間期の我が国の状況を概観した。何を以て政軍関係（politico－military　relations）
とするかという問題はあるが13，近代的軍制の採用やそれに伴う職業軍人の出現が政軍関係成立の
要件であることは間違い無い14。また，近代的な政軍関係の確立の為には，英米の様に民主主義的
な制度が確立されることも必要である。そして，これらの条件が揃った国家や地域において文民統
制に代表される政軍関係は成立すると考えられる。従って，我が国の場合は日露戦争以降を中心に
考察することが適当であると言える。では，具体的にどの様に扱うべきであろうか。以下では，幾
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つかの時期に区切って，検討してみたい。
1　形成期（1905年～1918年）
　日露戦争後，我が国は桂園時代と呼ばれる政治的に安定した時期を迎えた。この状況自体は第1
次憲政擁護運動で幕を閉じてしまう。しかし，桂園時代に形成された大正デモクラシーと呼ばれる
一連の自由主義的・民主主義的運動は，その後勃発した第1次世界大戦やそれによって成立した
ロシア及びソ連の共産主義勢力を製肘する為に行われたシベリア出兵を経ても続いたのである。
2　成熟期（1918年～1927年）
　この時期は，1918年頃に形成された大正デモクラシーの影響により，天皇機関説や民本主義が
発表された上に普通選挙法も施行され，民主主義や議院内閣制が強く意識された時代であった。軍
事的には，陸海軍において軍縮が行われ15，良好な政軍関係が構築されていた時代であると言えよ
う。
3　動揺期（1927年～1937年）
　1927年から続いた経済不況によって16，我が国の経済状況は悪化の一途を辿っていた。この経済
状況の打開を意図して，或いは影響を受けて実行されたのが，満州事変や五・一五事件，二・二六
事件といった一連の反政府運動である。これらは，その後の政軍関係に大きな影響を与えた。
　また，この時期には海軍を中心として政軍関係が破綻しかねない問題も持ち上がっている。
1927年のジュネーブ海軍軍縮会議の決裂を受けて行われた1930年のロソドン海軍軍縮会議に端を
発したとする統帥権干犯問題である。この結果，海軍は条約遵守を主張する条約派と条約脱退を主
張する艦隊派に二分されてしまい，内閣・議会等による文民統制が急激に弱まっていったのである。
4　破綻期（1937年～）
　この時期は二・二六事件の影響によって，軍部への予算等の財政的側面からの攣肘が不可能とな
り17，政党政治は終わりを告げ，軍国主義の台頭が顕著となった時期である。この当時，我が国は
総力戦体制構築の為の種々の政策が施行されていたが，その過程の中で起きた事件が企画院事件で
ある。これは文民たる官僚が平沼膜一郎を中心とする司法官僚（新官僚）と星野直樹や岸信介，迫
水久常に代表される革新官僚（新々官僚）の対立である。軍部と対立する傾向が強い文民官僚同士
が対立するというある種異様な事態が発生するというのもこの時代の特殊性を如実に表していると
言える。
　以上，1905年から1937年までの期間の区分を試みた。これらの時期は，我が国の政軍関係が成
功から破綻に至る過程である。これらの時期を大別すると，1つ目の形成期（1905年～1918年）
や2つ目の成熟期（1918年～1927年）は文民統制といった議会制民主主i義国家における政軍関係
が形成された時期であり，4つ目の破綻期（1937年～）は結果的に政軍関係が崩壊し，軍国主義が
台頭した時期であると言える。そして，この2つの時期を繋ぐのが3つ目の動揺期（1927年～
1937年）であり，この時期に我が国の政軍関係が劇的に変化したと考えることは，難しいことで
はない。従って，この時期の政治状況を分析することは，戦前期の我が国の政軍関係の構造を解明
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する上で有意義であると考えられるので，本稿でもこの時期を中心に論を進めたい。
（二）動揺期（1927年～1937年）の細分化
　この時期に発生した危機や事件が強い連続性や関係性を有していることは言うまでもないが，こ
の時期に発生した事件に絞った研究も少なからず存在する以上18，個々の時期は相応の独自性や相
違点を有していると考えられる。故に私はこの動揺期の細分化を試みたい。
1　初期（1927年～1930年）
　この時期は，前述の様に1927年の昭和金融恐慌に端を発する経済的危機が立て続けに発生し
た。昭和金融恐慌の原因としては，1918年の第1次世界大戦の終戦に伴う戦争特需の急減を乗り
越えた結果，生じてしまった投機ブームの反動，1923年の関東大震災が挙げられる。また，第1
次世界大戦中からの為替変動（金輸出の停止）や軍縮に伴う軍需の急減も原因として挙げられるこ
とがある19。
　次に発生した世界恐慌は米国において，第1次世界大戦の戦争特需によって形成されたバブル
経済の破綻を発端としている20。この恐慌は我が国のみならず，各国に深刻な影響を与えた。その
結果，各国の外交政策をそれまでの国際協調路線から対立路線へと舵を切らせることとなった21。
　我が国の経済は，欧州大戦後の恐慌や関東大震災，昭和金融恐慌によって既に弱体化していた
が，この世界大恐慌及び直前に行われた金解禁に加えて，生糸等の輸出落ち込みによって危機的状
況に陥った。株は暴落し，都市部では多くの会社が倒産した。そして，冷害や凶作のために疲弊し
た農村では娘を売る身売りや欠食児童が急増して社会問題化した。その結果，生活を維持すること
が出来なくなり大陸へ渡る人々が増加していった。
　この経済状況を改善するため，高橋是清大蔵大臣は積極的な歳出拡大（一時的軍拡を含む），円
の切下げ，アジア貿易への依存，重工業化へ向けた官民一体の経済体制転換を打ち出した。この振
興政策によって，世界に先駆けいち早く大恐慌前の水準を回復した。しかし，ブロック経済政策を
とる欧米諸国との貿易摩擦が起こし，財閥やそれに近い軍部等の諸勢力の伸長を許すこととなっ
た22。そして，「満蒙は日本の生命線である23」という言葉を具現化する様に，我が国は大陸進出へ
と進んでいくことになるのである24。
2　中期（1930年～1931年）
　この時期は，それまでに発生していた恐慌という経済的危機に加え，’統帥権干犯問題に端を発す
る統帥権の独立，政軍の分離という政治的危機が顕在化した時期である。
　1930年のロソドソ海軍軍縮条約の締結によって海軍休日（Naval　Holiday）は，1936年まで延長
されることとなった。この条約交渉の過程において，我が国の条件はある程度達成された25。しか
し，政府（海軍省）が受諾を表明したのに対し，軍部（海軍軍令部）が反対を表明したことから，
海軍内部ではこの過程において条約に賛成する「条約派」とこれに反対する「艦隊派」という対立
構造が生まれてしまった。しかも，この政府内の対立に乗じて，枢密院や野党（立憲政友会）が統
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帥権千犯問題を引き起こしたことによって，統帥権の独立（政軍分離）が確立されることとなった
のである26。
　最終的には，1930年10月に批准されたが，この時期以降，軍部を製肘することがほぼ不可能と
なった27。また，1931年に発生した満州事変も実働部隊の暴走という面では，政軍関係に深刻な影
響を与え28，これらの結果として，大正デモクラシーは終焉し，我が国の政党政治は弱体化の一途
を辿ることとなるのである。
3　後期（1931年～1936年）
　この時期は，前述の経済的危機（一連の経済不況）と政治的危機（統帥権干犯問題と満州事変）
の影響によって，我が国の議会制民主主義が崩壊し，軍国主義が台頭してきた時期である。ドイッ
やイタリアの様なファシズムを唱える政党の躍進はなかったものの，軍部の発言力は強まっていっ
た。さらに五・一五事件が政党政治の幕引きをし，ワシソトン海軍軍縮条約及びロンドン海軍軍縮
条約の破棄が決定されたのもこの時期である29。
4　末期（1936年～）
　二・二六事件以降，軍部の暴走が目立ち，政党内閣は終焉に至った。その後，広田弘毅内閣では
過去に廃止となった軍部大臣現役武官制を復活させる。この結果，現役軍人しか陸海軍大臣には就
くことができず，軍の協力無しに組閣することは不可能となり，議会はその役割を事実上停止して
しまった。一方，国内の文化・思想に目を向けると，戦時体制が強化されるに従って，治安維持法
による思想弾圧が目立ち始めた。1937年には，加藤勘十・鈴木茂三郎らの労農…派の関係者が人民
戦線の結成を企図したとして検挙され（人民戦線事件），合法的な反戦活動は殆ど不可能になって
いったのである30。
　この様な中で，1937年には盧溝橋で日中両軍が衝突し（盧溝橋事件），支那事変が始まった。そ
して，我が国は日独防共協定（1936年11月）や日独伊三国防共協定（1937年11月），日独伊三国軍
事同盟（1940年）が次々と締結され，仏印進駐をきっかけとして太平洋戦争へ突入していったの
である。
　以上，1927年～1937年までを4つの時期に区分した。それぞれの時期において，合理的な判断
に基づいた政策決定が行われたことは想像に難くない31。しかし，結果的にはその判断は誤りであ
ったと言える。その根本的問題が明治憲法体制自体であったと言うことは容易であるが32，当時の
政策形成過程に注目することも重要であると考える。故に以下では，政策形成過程に注目した分析
手法を検討したい。
二　分析手法にっいて
（一）分析手法の検討
　政策形成過程を史料等に基づいて分析しようと試みるのが，歴史学的アプローチである。このア
プローチによる研究は多く存在し，高い評価を得たものも少なくない33。しかし，理論や法則性と
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いった社会学的なアプローチの研究はあまり行われておらず，研究に取り組む意義は十分あると考
えられる34。
　ベントレー（A．F．　Bentley）とウォーラス（G．　Wallas）を創始とする現代政治学は，従来の伝
統的政治学が規範や制度を重視したのに対し，人々や党派の行動に注目することを主張した35。こ
の考え方は，両者の影響を受けて形成されたシカゴ学派36やシカゴ学派の研究を基礎として成立し
た行動論革命（behav三〇ralist　revolution）37にも引き継がれた。しかし，行動科学政治学は「実証す
ることを重視し過ぎている」という批判を受け，行動科学政治学は政治学の主流の座を降りること
となったのである38。この一連の行動科学政治学の発展と変化の一方で，経済学の手法を導入した
ゲーム理論等に代表される合理的選択理論が発展した39。
　しかし，脱行動科学政治学も含めた行動科学政治学も合理的選択理論もその主たる対象は個々の
アクターであり，行動の舞台となる制度は軽視，或いは無視されていた。この状態を改めるアプ
ローチとして1980年代以降に登場するのが，新制度論（New　Institutionalism）である。新制度論
は，「制度」がアクターや集団の政治行動を拘束し，規定することを前提としていることは旧制度
論と同様である。しかし，旧制度論が公式の制度を対象としたのに対し，社会の行動規範や慣行と
いった広義の制度をも対象としていることが特徴である40。
　新制度論は「歴史的制度論」，「社会学的制度論」，「合理的選択制度論」に大別され41，特に政治
制度の中でも「国家」のもつ自律的役割に注目する考え方が「国家論（statist　approach）」である
とされる42。
　私は社会学的制度論を用いて，当時の我が国の制度と政党や軍部といったアクターの関係を分析
し，政軍関係が破綻した原因が制度的欠陥であったのか，或いはアクターの短期的合理的判断であ
ったのかを解明したいと考えている。また，新制度論と併せて，多変量解析の導入も考えている。
　多変量解析とは，複数の結果変数から構成された多変量データを統計的に扱う手法である43。一
般に，多変量解析を行う為には，多くの計算を行わなければならないので，手計算では困難であ
る。だが，コンピュータの発展により，容易に実行出来る様になった。近年では共分散構造分析
（構造方程式モデリングとも呼ばれる）が普及してきている。一方，探索的多変量解析で総称され
る各種の手法がデータマイニング44等でよく使われる様になっている。私は多変量解析の中でも，
重回帰分析を用いた考察を試みたい。
　重回帰分析とは，回帰分析の独立変数が複数になったものであり，適切な変数を複数選択するこ
とで，計算しやすく誤差の少ない予測式を作ることが出来るのが利点である。一般的によく使われ
ている最小二乗法，線形モデルの重回帰は，数学的には線形分析の一種であり，分散分析などと数
学的に類似している45。
　私は重回帰分析を用いて，アクターが動揺期の各時期に発生した事件の際に選択した行動の理由
を分析したいと考えている。この様な行動の背景を探る研究は歴史学では史料等を用いて行われて
いるが，統計学を用いた分析はあまり行われておらず，極めて有意義であると考える46。また，こ
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れらの分析をモデル化する為に，私は「アリソソ・モデル」を援用した分析も行いたい。
　これは，アリソン（G．T．　Allison）が1962年のキューバ危機（Cuban　missile　crisis）をきっかけ
として考案した分析モデルである。このモデルは，国家＝政府であり，単一の決定を行い，政府は
常に国益に照らし合わせて最もかなう決定をするとした「合理モデル（rational　actor　model）（第
1モデル）」，政府の中の様々な下部組織が組織の影響力の最大化を目指して縄張り争いをした結果
が政策決定であるとした「組織過程モデル（organizational　process　model）（第2モデル）」，政府
の中の個人の立場を最大化しようとした結果であるとする「官僚政治モデル（bureaucratic　polit－
ics　model）（第3モデル」という3つのモデルから構成されている47。その後の国際政治研究にお
いて個人レベルの政策決定研究が流行したので，特に第3モデルをアリソン・モデルとする傾向
がある。
　このモデルは，専ら国際政治学等で用いられる分析モデルであるが，私は戦間期の我が国の分析
に用いたいと考えている。何故ならば，当時の国内情勢は多分に国際情勢の影響を受けており，そ
の結果としての行動は単純に内政活動とは言えないからである。
　以上，分析の手法について論じてきた。これらのモデルを組み合わせることによって，当時の政
策等の妥当性や合理性を論じることが可能となると考えられる。
（二）アクターの抽出
　政軍関係における主たるアクターは政府と軍部（陸軍・海軍等）である48。しかし，太平洋戦争
以前の我が国の政治状況において，この2つのアクターのみで分析することは，事実の極端な単
純化を招きかねない。そこで私はこれらのアクターを軸に幾つかのアクターを抽出することを試み
たい。
1　政府（与党，野党，民間団体）
　1920年代から1930年代にかけて，我が国では「衆議院第1党が政権を担当すべきこと，ある内
閣が総辞職した場合，その後継内閣を担当するのは野党第1党であること」を原則とした「憲政
の常道」と呼ばれる慣例が確立しつつあった。しかし，それらはあくまでも慣例であって，制度と
して確立されたものではなかった49。この傾向は大正時代以降，内閣総理大臣の座を巡って諸勢力
による綱引きが常態化すると，一層激化するようになっていったのである。
　野党以外に政府に対抗し得る組織としては枢密院が挙げられる。政府と枢密院が対立した事例と
しては，1927年の緊急勅令案承認問題50と1930年のロソドン海軍軍縮条約批准問題がある。前老
の場合，当時の若槻内閣は総辞職に追い込まれた。後者の場合，濱口雄幸内閣総理大臣が強行突破
を図って，条約を成立させたものの，その後の国内政治に大きな禍根を残すこととなった。
　右翼等の民間団体も無視することは出来ない。代表的な団体としては，玄洋社や国本社，血盟団
等が挙げられる。これらは1930年以降存在感を増し，1932年の血盟団事件や五・一五事件，1936
年の二・二六事件といったクーデタやその前後に行われていた国家主義運動の中核を担っていたの
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である51。
2　陸軍（陸軍省，参謀本部，軍・師団等）
　1925年の宇垣軍縮を契機として，陸軍は皇道派と統制派に分裂し，抗争を繰り広げた52。その対
立は1931年の三月事件や十月事件，1935年の相沢事件を通じて先鋭化し，1936年の二・二六事件
で頂点を迎えた。この2つの派閥は，第1次世界大戦及びそれに続くシベリア出兵，その後の経
済不況に強く影響を受けているという点では共通している。しかし，皇道派が「ソ連に対抗する為
の橋頭墨として，満州を確保すること」，「相次ぐ恐慌によって生ずるであろう共産主義への共鳴を
阻止すること」，「軍縮による人員削減及び待遇悪化を是正すること」を目的としていたのに対し，
統制派は「総力戦体制確立の為に政治・経済体制を建て直し，軍備を近代化すること」を目的とし
ていたことが違いとして挙げられる。また，皇道派の行動がどちらかというと直情径行型と言い得
るものであったのに対し，統制派の行動が具体的な状況分析を伴った理知的なものであったという
違いも挙げられる53。何れにしてもこの2つの勢力が1920年代から1930年代の陸軍（陸軍省・参
謀本部）を二分していたことは間違い無い。
　これ以外の主たる勢力としては，関東軍や朝鮮軍といった外地に展開していた部隊が挙げられ
る。特に1931年の満州事変は石原莞爾を中心とする関東軍が首謀者となって発生したことは周知
の通りである。この事件は，当時の制度において，これらの部隊が時として注意を払うべき存在と
成り得ることを示したと言える。
3　海軍（海軍省，海軍軍令部，連合艦隊・支那方面艦隊・艦隊等）
　海軍による政治への介入は，1870年の建軍から1945年の廃止まで基本的に行われることは無か
った。しかし，1930年に締結されたロソドソ海軍軍縮条約に端を発する統帥権干犯問題におい
て，政局の一端を担い，統帥権の独立を促進することとなった。同時にこの時期以降，海軍はワシ
ントン・ロソドソ両軍縮条約の遵守を主張する条約派と条約の破棄を主張する艦隊派に二分されて
しまった。この対立は1933年に大角琴生海軍大臣によって行われた一連の大角人事によって条約
派が追放されるまで続いたのである。
　以上，戦間期におけるアクターについて論じてきた。これらのアクターの一部或いは全体が事件
毎に対立・協力していくというのが，この時代の政治状況の基本的な構図であると見て間違い無い
と言えよう。従って，これらアクターの関係を分析し，政策形成過程を解明することが，国際的に
も特殊な我が国の政軍関係を解明し，政軍関係理論の構築の上でも不可欠であると言える。
おわりに
　以上，戦間期の我が国における政軍関係の研究について，その妥当性及び対象時期並びに分析方
法について論じてきた。
　ハンチントン（S．P．　Huntington）やファイナー（S．　E．　Finer），パールマター（A．　Perlmutter），
ジャノヴィッッ（M．Janowitz），三宅正樹，纐纈厚等による先行研究において，我が国はドイツ
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と並んで文民統制が確立されなかった国家であったとされている54。しかし，先に概観した様に少
なくとも昭和初期までは一貫して軍部の影響力は低下し続けており，部分的には文民統制が確立さ
れ，民主化は行われていた。これは第1次世界大戦まで終始軍部の影響力が増大し続けたド・イッ
と大きく異なるところである。
昭和初期以降，政軍関係は急速に悪化し，最終的には敗戦を迎えることとなってしまった。太平
洋戦争の後は軍部も含んだ民主化が行われ，文民統制の確率が目指されたものの，「軍部の暴走」
の反動によって，異常なまでに文民が優位に置かれる状況となった。この様に発展途上国から先進
国へと発展しながらも，民主化を志向し，挫折した後に再び目指した国家は希有であり，日本の政
軍関係の問題を解明することは先進国や途上国を問わず，他の国々にも示唆を与えると考える。
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　言葉が流行語となった背景として，南満州鉄道（満鉄）の経営悪化に端を発する一連の満蒙問題が深刻化し
　たことを挙げている。江口圭一『昭和の歴史4　十五年戦争の開幕』（小学館，1982年）20－24頁。
24池井優『三訂　日本外交史概説』（慶応義塾大学出版会，2002年）参照。
251927年に行われたジュネーブ海軍軍縮会議も補助艦の制限を目指して開催されたが，米国の比率主義と英国
　の個艦規制主義が対立したため決裂に終わっている。また，主力艦については，1922年のワシントソ海軍軍
　縮会議において制限されている。因みに，我が国は当初，「対英米7割」という補助艦保有比率を主張して
　いたが，最終的に7割弱となったので，一応達成したと考えられる，前掲『ロンドソ海軍条約成立史』200－
　201頁。
26大日本帝国憲法（明治憲法）第11条には，「天皇ハ陸海軍ヲ統帥ス」と記載されており，この規定を錦の御
　旗として，政府が軍令（＝統帥）事項である兵力量を天皇（＝統帥部）の承諾無しに決めたのは憲法違反だ
　と海軍軍令部や野党，枢密院が騒ぎ立てた問題。神田文人「「満州事変」と日本の政軍関係一統帥権と天皇
　制一」『敬愛大学国際研究』第3号（1999年）1－68頁，鈴木多聞「軍部大臣の統帥部長兼任一東条内閣期に
　おける統帥権の独立一」『史学雑誌』第113編第11号（2004年）37－65頁，戸部良一「戦前日本の政治と軍事
　一統帥権独立を中心としてL」『栃木史学』第18号（2004年）1－12頁，前原透「「統帥権独立」理論の軍内
　での発展経過」『軍事史学』第23巻第4号（1988年）18－40頁。また，制度的な問題以外にも，新造艦艇を
　条約の制限内に納める為に無理矢理設計することが横行し，友鶴事件や第四艦隊事件を引き起こす原因とな
　ったのである。日本造船学会編『昭和造船史（第一巻）』（原書房，1981年）635－637，647－654頁。
27政友会がこの問題を持ち出したのは，直近に行われた第17回衆議院議員総選挙の大敗と田中義一（元陸軍大
　臣・総理大臣）の総裁就任以降，在郷軍人会が政友会の有力支持団体化したことに伴う「親軍化」の影響で
　あるとも言われている。永井和『近代日本の軍部と政治』（思文閣出版，1993年），前掲『近代日本政軍関係
　の研究』，秦郁彦『統帥権と帝国陸海軍の時代』（平凡社新書，2006年）参照。
28但し，満州軍は「在満邦人の安全確保」を理由として，出動している。稲葉正夫他編『太平洋戦争への道
　開戦外交史　別巻資料編』（朝日新聞社，1988年）101頁。また，南満州鉄道（満鉄）に限ると，被害はあっ
　たと言えるので，（作戦の規模を除いて）ある程度の妥当性は否定出来ないのも事実である。服部龍二編
　『満州事変と重光駐華公使報告書一外務省記録「支那ノ対外政策関係雑纂『革命外交』」に寄せて一』（日本
　図書セソター，2002年）参照。
29前掲『日本外交史概説』参照。
30荻野富士夫『特高警察体制史：社会運動抑圧取締の構造と実態』（せきた書房，1984年）303－355頁。
31例えば，日米関係悪化の直接的な原因である仏印進駐と三国同盟締結であるが，この選択も「日中戦争の泥
　沼化によって陥った窮境を打開するため」の合理的判断であった。小林俊二『対米開戦の原因一何が日本を
　対米戦争に追い込んだのか一』（南窓社，2002年）273頁。
32稻田正次『明治憲法成立史　上巻』（有斐閣，1960年），稻田正次『明治憲法成立史　下巻』（有斐閣，1962
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　年），小林直樹『憲法政策論』（日本評論社，1991年），八木秀次『明治憲法の思想日本の国柄とは何か』
　（PHP新書，2002年）参照。
33政軍関係の分野に限っても，三宅正樹『政軍関係研究』（芦書房，2001年）や前掲『近代日本政軍関係の研
　究』等の先行研究を列挙することが出来る。
34政治史に限らなければ，理論研究は幾らでも列挙することは可能であり，選挙研究や地域研究ではその傾向
　は顕著である。浅野正彦「選挙制度改革と候補者公認一自由民主党（1960－2000）」『選挙研究』第18号
　（2003年）174－189頁，伊藤修一郎「なぜ自治体は規制を避けるのか？一景観条例条文の主成分分析とゲー
　ム理論による説明の試み一」『レヴァイアサソ』第38号（2006年）110－130頁，大西裕「韓国の民主化」恒
　川恵市編『民主主義アイデンティティ　新興デモクラシーの形成』（早稲田大学出版部，2006年）95－119頁。
35A．F．ベントリー（喜多靖郎，上林良一共訳）『統治過程論：社会圧力の研究』（法律文化社，1994年），　G．ウ
　ォーラス（石上良平，川口浩共訳）『政治における人間性』（創文社，1958年）参照。ちなみに，ベソトレー
　は本書において，伝統的政治学を「死せる政治学（Dead　Political　Sciences）」と批判している。
36Merriam，　C．E．，New　aspects　ofpolitics（Chicago：University　of　Chicago　Press，1970），CE．メリアム（中谷義和
　監訳）『政治学の新局面』（三嶺書房，1996年）参照。また，シカゴ学派の1人であるラスウェル（H．D，
　Lasswell）は政軍関係研究における重要な概念の1つである「兵営国家（garrison　state）の提唱者でもある。
　Lasswe11，　H．D，，　The　Garrison　State，“American　Journal〔of　Sociology　”，46－4（January，1941），pp．455－468．
37行動論革命の影響を受けた学者としては，比較政治学の分野においてはダール（R．A．　Dahl）やアーモソド
　（G．A．　Almond）が，国際政治学においてはドイッチュ（K．　W．　Deutsch）やカプラン（A．　Kaplan）がそれ
　ぞれ挙げられる。
38但し，行動科学政治学への批判自体は1940年代から存在している。また，ここで述べている主流とは政治学
　全体を指しており，政治過程論等の各分野においては現在もなお，有力な学説である。
39具体的には，経済学の代表的な仮定である「アクターは合理的に行動し，個々のアクターの動きによって全
　体の動きが決定される」という考え方を取り入れ，体系付けたことが挙げられる。A．ダウンズ（古田精司
　監訳）『民主主義の経済理論』（成文堂，1980年），D．C．ミュラー（加藤寛監訳）『公共選択論』（有斐閣，
　1993年）参照。
40J．G．マーチ，　J．P．オルセン（遠田雄志訳）『やわらかな制度：あいまい理論からの提言』（日刊工業新聞社，
　1994年）参照。
41歴史的制度論とは，歴史を重視することを共通項とした幅広いアプローチである。しかし，一般には過去に
　採用された制度が現在の制度，或いは政治のあり方を規定しているとされる。これに対して，社会学的制度
　論とは，制度をアクターの行動や現実理解を意味づけるものとして捉え，アクターの行動が制度に規定され
　ることを強調する立場である。具体的には，官僚組織を代表とする組織とはある目的を効率的に追求する為
　に存在するとしたヴェーパー（K．E．　M．　Weber）以来の主張に対し，制度の形態や手続きが最も効率的でも
　卓越した合理性を備えているとは限らず，主に文化や慣習の影響によるものであるとするものである。故に
　社会学的制度論は，文化や慣習がアクターを拘束することを重視するものであり，一種の文化的アプローチ
　であると言える。そして，合理的選択制度論とは，合理的選択理論を起源とするアプローチであり，経済学
　の方法論との共通点も多く，経済学的制度論と呼ばれることもある。従って，アクターの合理性に依拠した
　複数のモデル・理論の集成という側面を有しており，統一された1つの学派とは言い難い特徴を有してい
　る。この点は，アクターの行動が制度に規定されるとしている社会学的制度論の制度観とは対照的であると
　言える。また，ガイ・ピータース（B．Guy　Peters）はこれらに加えて，「規範的制度論」，「経験的制度論」，
　「社会的制度論」，「国際制度論」の7つに新制度論を分類している。Guy　PetersB．，　Institutional　theo7　y　in　Po－
　litical　science：　the‘new　institutionatism（London：Continuum，2005），B．ガイ・ピータース（土屋光芳訳）『新
　制度論』（芦書房，2007年）参照。
42西川伸一「国家論アプローチと新制度論一研究動向の整理一」『政経論叢』第64巻第3・4号（1996年）333－
　360頁。
43多変量分析には主成分分析，因子分析，クラスター分析等がある。また，重回帰分析に代表される，説明変
　数は複数だが一つの結果変数を扱う手法は，その数理的背景の特性上，厳密には多変量解析には分類しない
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　場合がある。野口博司，又賀喜治『社会科学のための統計学』（日科技連出版社，2007年）参照。
44データマイニング（Data　mining）とは，統計学，パターソ認識，人工知能等のデータ解析の技法を大量の
　データに網羅的に適用することで知識を取り出す技術である。英語ではknowledge－discovery　in　databases
　の頭文字をとってKDDとも呼ばれる。元田浩，津本周作，山口高平他『データマイニングの基礎』（オー
　ム社，2006年）参照。
45前掲『よくわかる統計学1』，前掲『よくわかる統計学1』参照。
46地域研究としての政軍関係の研究としては，下記の様な研究がある。山本元「和平交渉と政軍関係」『国際
　政治』第147号（2007年）132－148頁。
47Allison．　G．T．，　Zelikow，　P．，　Essence　of　decision，’exp　imn　ing　the　Cuban　Missile　Crisis（New　York：Longman，
　1999），Allison．　G．T．，　Nzcclear　terrorism’the　ultimate　preventable　catastrophe（New　York：Times　Books／Henry
　Holt，2004），　G．T．アリソソ（宮里政玄訳）『決定の本質：キューバ・ミサイル危機の分析』（中央公論社，
　1977年），GT．アリソン（秋山信将，戸崎洋史，堀部純子訳）『核テロ　今ここにある恐怖のシナリオ』（日
　本経済新聞社，2006年）参照。また，アリソン・モデルに関する先行研究は，次の様なものがある。大河原
　伸夫「政策過程の分析一G・アリソンのモデルをめぐって一」『季刊行政管理研究』第34号（1986年）27－
　37頁，大河原伸夫「政策と政府行動一G．アリソンの研究を手がかりとして一」『社会科学論集』第29号
　（1989年）77－106頁，長尾悟「国際政治学における政策決定アプローチの現状と課題一日本の外交政策研究
　に関する一試案一」『公共政策研究』第1号（2001年）77－93頁，栃尾健『対外政策決定モデルに関する一
　考察：再提示された政府内政治モデルの今日的評価」『東洋学園大学紀要』第9号（2001年）45－56頁。
48大日本帝国憲法体制の下では，両者共に天皇に直属しており，制度的には両者は独立していた。前掲『憲法
　政策論』参照。
49また，大日本帝国憲法下では内閣総理大臣の任免権は天皇が有しており，元老や議会は有していなかった。
　従って，内閣総理大臣が自発的に辞任をしない限り，倒閣運動を起こして，圧迫を加えていかざるを得ない
　という側面を有していた。前掲『憲法政策論』参照。
501927年の昭和金融恐慌によって，倒産の危機に陥った台湾銀行を救済する為の緊急勅令案承認を巡って当時
　の若槻内閣と枢密院が対立した事件。しかし，次の田中義一内閣が同様の勅令案を諮った際には，枢密院は
　全く抵抗をしなかった為，若槻内閣の倒閣を目的とした陰謀であるとされる。高橋亀吉，森垣淑『昭和金融
　恐慌史』（講談社学術文庫，1993年）参照。
51大内力『日本の歴史24　ファシズムへの道』（中央公論社，1967年）287－291頁。
52前掲『ファシズムへの道』（講談社，1967年）291－310頁。
53但し，統制派の形成過程において，暴力的な要素が全く無かったということではない。
54Finer，　S，　E．　The　Man　on．Horsebacle：the　Role　of　the　Military　in　Politics（New　Brunswick：Transaction　Publish－
　ers，2002），　Huntington，　S。　P，　op．　cit，　S．P．ハンチントン（市川良一訳）『軍人と国家（上・下）』（原書房，
　1978年），Janowitz，　M．，　The　militaりy　in　thePolitical　develoPment　of　new　nations：　an　essay　in　comParative　analysis
　（Chicago：University　of　Chicago　Press，1964），M．ジャノヴィッッ（張明雄訳）『新興国と軍部』（世界思想社，
　1968年），Perlmutter，　A．　The　Mi’litary　and　Politics　in　Modern　Times，　on　Professionels，　praetorlans，伽4柳01％－
　tionai　y　soldiers（New　Haven：Yale　University　Press，1977），三宅正樹『政軍関係研究』（芦書房，2001年），
　前掲r近代日本政軍関係の研究』参照。
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